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図 1　⼤学卒業後 3 年以内の離職率の推移
出所）厚生労働省「新規学卒者の離職状況（平成 27 年 3 月卒業者の状況）」
1）	 	　就職みらい研究所（2017）の調査によると，大学生の就職活動全体にかかった費用について，最も多かっ






































産業別の離職状況についても発表している。図 2，図 3は 2017 年 9 月に発表された「新規学卒



























































































































を郵送，QRコードからWEBサイトへアクセスできるようにした。調査期間は，2016 年 8 月
1 日～31 日，2017 年 1 月 1 日～30 日，2018 年 1 月 1 日～30 日の 3ヶ月間で，3時点のデータを
連結した。回収したサンプル数は 256（男性 156 名，女性 100 名）であった。入社 1・2年目で
かつ就業継続している者，入社 13 年目以上の者の計 5名は調査対象外のため削除し，最終的な
有効サンプル数は合計 251（男性 155 名，女性 96 名）であった。回答者の入社年次は 3年目 95
名（37.8％），4年目 46 名（18.3％），5年目 47 名（18.7％）の層が一番多く，6年目 13 名（5.2％），
7年目 11 名（4.4％），8年目 11 名（4.4％），9年目 8名（3.2％），10 年目 9名（3.6％），11 年目
7名（2.8％）となっている。対象外となる 1年目（1名）と 2年目（3名）が含まれているが，
既に初職を離職している者であり調査対象になることから，4名はサンプルに含まれている。回
答者の初職の産業内訳は，金融 73 名（29.1％），製造 37 名（14.7％），公務 32 名（12.7％），サー
ビス業全般 29 名（11.6％），情報通信業 26 名（10.4％），小売 15 名（6.0％），卸売 13 名（5.2％），
その他 26 名（10.4％）となっている。回答者の初職の事業所規模別内訳は，300 名未満 52 名
（20.7％），300 名以上 5,000 名未満が 131 名（52.2％），5,000 名以上が 68 名（27.1％）であった。
回答者の初職の就業継続者は，176 名（70.1％），早期離職者は 58 名（23.1％）でその中でも離職










5000 名未満 5000 名以上
早期離職
年次
1年目 9 11 2 22
2 年目 2 6 1 9
3 年目 7 13 7 27
合計 18 30 10 58
回答者合計 52 131 68
早期離職者の割合 34.62% 22.90% 14.71%
表 2　早期離職年次・産業別早期離職者の内訳
産業
製造 卸売 小売 金融 情報通信
サービ
ス全般 公務 その他 合計
早期離職
年次
1年目 2 1 5 7 3 4 0 0 22
2 年目 1 0 4 4 1 2 1 0 13
3 年目 2 0 0 7 5 6 0 3 23
合計 5 1 9 18 9 12 1 3 58
回答者合計 37 13 15 73 26 29 32 26 251
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ロマックス回転による因子分析をしたところ，15 の質問項目から因子負荷量 0.4 以上の項目は
5因子総計 14 項目となり，勤務地のみ削除した。1項目を除いた 14 項目について，再度因子分
析を行った結果を表 3に示す。









た。評価ショック（α＝ 0.656），労働環境ショック（α＝ 0.547）は基準値である 0.7 を下回っ
ているが，質問項目が少ないこともあり，今回の分析では許容可能な水準と判断した。そこで，
表 3　 リアリティ・ショックに関する因⼦分析結果
項目 I II III IV V
仕事ショック（ a ＝ .871）
達成感 .989 －.062 .006 －.058 －.091
自律性 .799 .033 －.079 －.004 －.019
仕事内容 .724 －.027 .011 －.057 .121
成長機会 .680 .061 .058 .098 －.025
人間関係ショック（ a ＝ .759）
同僚人間関係 －.063 .996 －.008 －.094 －.027
上司人間関係 .141 .684 －.103 .051 .095
同期人間関係 －.025 .491 .107 .056 －.098
他者能力ショック（ a ＝ .779）
同期能力 －.060 .073 .893 －.090 －.049
同僚能力 －.008 －.105 .780 .026 .047
上司能力 .188 .091 .468 .097 .043
評価ショック（ a ＝ .656）
給与 －.021 －.078 －.066 .790 －.047
昇進 －.035 .073 .054 .669 .003
労働環境ショック（ a ＝ .547）
休日休暇 .030 .034 .027 .114 .665
拘束時間（R） －.042 －.067 －.008 －.137 .651
因子間相関 1.000 .580 .421 .538 .265
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2分した。1年目の離職行動した群は 22 名，2～3年目で離職行動した群は 36 名（2年目は 9
名，3年目は 27 名）それぞれに，RSに関する各種ショックの得点が異なるか否かについて，平
均値の比較（t検定）を行った結果を表 5に示す。





平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 t値
仕事ショック 3.398 0.947 2.590 1.136 2.792＊＊
人間関係ショック 3.379 1.056 2.491 0.931 3.350＊＊
他者能力ショック 3.046 0.899 2.667 0.963 1.490
評価ショック 3.546 0.815 2.931 1.083 2.292＊
労働環境ショック 3.955 0.872 3.917 1.052 0.142










平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 t値
仕事ショック 2.897 1.131 2.383 0.906 3.164＊＊
人間関係ショック 2.828 1.064 2.060 0.909 5.413＊＊＊
他者能力ショック 2.810 0.949 2.575 0.872 1.765†
評価ショック 3.164 1.028 2.860 0.868 2.236＊
労働環境ショック 3.931 0.980 3.215 1.102 4.446＊＊＊





















平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 F値 多重比較
仕事ショック 2.701 1.098 2.437 0.941 2.474 0.985 1.388
人間関係ショック 2.737 1.165 2.120 0.872 2.083 0.983 8.745＊＊＊ 小＞中，小＞大
他者能力ショック 2.910 1.040 2.560 0.773 2.549 0.960 3.300
評価ショック 3.221 1.002 2.881 0.881 2.802 0.873 3.562＊＊ 小＞大
労働環境ショック 3.423 1.285 3.435 1.089 3.243 1.028 0.713




























平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 F 値
仕事ショック 2.466 0.909 2.685 0.897 2.346 0.988 2.362 1.105 2.148 0.882 2.089†
人間関係ショック 2.207 0.924 2.201 1.051 2.577 1.284 2.333 1.073 1.990 0.760 1.276
他者能力ショック 2.775 0.843 2.612 0.946 2.667 1.127 2.563 0.817 2.521 0.672 0.418
評価ショック 3.014 0.975 2.877 0.807 2.904 1.114 3.035 1.210 2.802 0.873 0.502
労働環境ショック 3.243 1.084 3.226 0.950 3.539 1.174 3.293 1.313 3.328 1.083 0.426







































































本研究は平成 28 年度日本キャリアデザイン学会奨励研究奨励金，平成 29 年度文部科学省科学技術人材育成費
補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）」の支援を受けた成果の一部である。
参考文献





































Diversity of Reality Shock in Early Career Education: 
Comparison of Presence of Job Separation, Employee Size and Industry Type
Mamiko HONJO
Abstract
The purpose of this study was to clarify the diversity of reality shock that leads to turnover. 
This study examined whether there were any differences in the type of reality shocks, by 
using three factors, such as employment status, size of the work office, and the industry. 
This research was based on the survey of graduates from Wakayama University. This study 
found various types of shock such as work, human relations, evaluation, and working 
environment can be possibilities to prompt early termination behaviors. The smaller the 
company was, the stronger the various shocks of human relations and evaluation became 
clear. On the other hand, there wasn’t a significant variant shock difference by industry.
15大卒初期キャリアにおけるリアリティ・ショックの多様性
